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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第45期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりませ

ん。 

 ２．売上高には、消費税および地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。 

  ３. 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

    

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期 

会計期間 

自平成16年 
８月１日 
至平成17年 
１月31日 

自平成17年 
８月１日 
至平成17年 
11月30日 

自平成17年 
12月１日 
至平成18年 
５月31日 

自平成16年 
８月１日 
至平成17年 
７月31日 

自平成17年 
８月１日 
至平成17年 
11月30日 

売上高 千円 － － 2,953,302 － － 

経常利益 〃 － － 37,071 － － 

中間（当期）純利益 〃 － － 51,234 － － 

純資産額 〃 － － 1,515,157 － － 

総資産額 〃 － － 5,009,962 － － 

１株当たり純資産額 円 － － 94.94 － － 

１株当たり中間（当期）純

利益 
〃 － － 3.21 － － 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益 
〃 － － － － － 

自己資本比率 ％ － － 30.2 － － 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
千円 － － △154,330 － － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
〃 － － 147,925 － － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
〃 － － 358,850 － － 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
〃 － － 636,433 － － 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
人 

－ 

(－)

－ 

(－)

142 

(57)

－ 

(－)

－ 

(－)



(2）提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第44期中は、決算期変更により半期報告書を作成していないため記載しておりません。 

３．第44期以前につきましては、当社は関連会社を有していないため、持分法を適用した場合の投資利益は記載

しておりません。また、第45期中につきましては、中間連結財務諸表を作成しているため記載しておりませ

ん。 

４．第44期以前につきましては、潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。また、第45期中につきましては、潜在株式調整後１株当たり中間純利益

金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５．第45期中より中間連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動による

キャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の中間期末残高は記載し

ておりません。 

回次   第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期 

会計期間   

自平成16年 
８月１日 
至平成17年 
１月31日 

自平成17年 
８月１日 
至平成17年 
11月30日 

自平成17年 
12月１日 
至平成18年 
５月31日 

自平成16年 
８月１日 
至平成17年 
７月31日 

自平成17年 
８月１日 
至平成17年 
11月30日 

売上高 千円 2,836,014 － 2,690,738 6,119,844 2,004,074 

経常利益 〃 7,994 － 84,173 137,931 45,978 

中間（当期）純利益 〃 2,277 － 99,529 117,646 66.208 

持分法を適用した場合

の投資利益 
〃 － － － － － 

資本金 〃 1,065,161 － 1,065,161 1,065,161 1,065,161 

発行済株式総数 株 15,981,000 － 15,981,000 15,981,000 15,981,000 

純資産額 千円 1,356,708 － 1,563,452 1,469,141 1,521,447 

総資産額 〃 5,130,253 － 4,919,500 5,118,707 4,876,371 

１株当たり純資産額 円 84.97 － 97.97 92.04 95.33 

１株当たり中間(当期)

純利益 
〃 0.14 － 6.24 7.37 4.15 

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益 
〃 － － － － － 

１株当たり中間(年間)

配当額 
〃 － － － 2 1 

自己資本比率 ％ 26.4 － 31.8 28.7 31.2 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
千円 △518,927 － － △43,962 △340,509 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
〃 3,177 － － △43,110 247,051 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
〃 △161,683 － － △626,530 76,515 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高 
〃 337,100 － － 300,931 283,988 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者

数） 

人 
145 

(49) 

－ 

(－) 

120 

(48) 

145 

(49) 

142 

(52) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社の釣用品販売事業を会社分割し、株式会社コージツフィッシングを設立して

おります。 

 当社グループは、当社および連結子会社であります株式会社コージツフィッシングにより構成され、登山・キャ

ンプ用品、釣用品を中心に、アウトドア用品・アウトドアスポーツ衣料全般の販売を主な事業としております。当

社は、その他不動産賃貸事業を行なうとともに子会社の管理部門の業務の委託を受けることにより、グループ内の

経営効率性の向上を図っております。また、親会社であります小杉産業株式会社とは、営業上の取引はありません

が、今後は、物流の統合やイーコマースにおけるコラボレーション、小杉産業株式会社の子会社株式会社ミナミと

の共同出店（平成18年7月１日に北九州市小倉北区に共同出店しました。）等において協力関係を強化し、企業集団

としてシナジー効果を発揮していくことにより、当社グループの企業価値の最大化を図ることを方針としておりま

す。 

 当該事業における各社の位置付けを図により示すと以下のとおりであります。 



３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となっております。 

 （注）１.主要な事業の内容欄には事業種類別セグメントの名称を記載しております。 

     ２.ジェイ・ブリッジ株式会社、小杉産業株式会社は有価証券報告書提出会社であります。 

      ３.議決権の所有割合の（）内は、間接所有割合で内数であります。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しており

ます。 

２．全社（共通）として記載しております従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１. 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しておりま

す。 

     ２. 従業員の減少は、釣用品販売事業を、会社分割し子会社株式会社コージツフィッシングを設立した事によ

       るものであります。 

(3）労働組合の状況 

    当社グループとして、次の労働組合があります。 

１．名称     コージツユニオン 

２．結成年月日  平成４年４月８日 

３．労使関係   労働協約に基づき労使協議会を中心に、円滑かつ円満な労使関係を維持しております。 

４．組合員数   124名（平成18年５月31日現在） 

５．所属上部団体 ゼンセン同盟専門店部会 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容 
議決権の所有割合
又は被所有割合 

（％） 
関係内容 

（親会社） 

ジェイ・ブリッジ株式

会社 

 東京都港区 8,665,286 投資事業 
60.5 

  (60.5) 
 役員の兼任1名 

（親会社） 

小杉産業株式会社 
 東京都中央区 5,613,940 

衣料品の製造及び

販売 
60.5  役員の兼任4名 

（子会社） 

株式会社コージツフィ

ッシング 

 神戸市中央区 10,000  釣用品販売事業 100.0 

 役員兼任3名 

 資金援助あり 

  

  平成18年５月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

 登山用品販売事業 108 （45） 

 釣用品販売事業 22 （9） 

  全社（共通） 12   （3） 

合計 142 (57) 

  平成18年５月31日現在

従業員数（人） 120   （48） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 
(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格が高騰する一方で、企業収益の改善を背景に設備投資が好

調に推移したことに加え、雇用環境が改善する等、景気は回復基調で推移しました。  

 また、当中間連結会計期間においては、近年にはない厳しい寒波の到来と近郊の山域までもの積雪は、登山用品

販売においては、冬山用衣料および冬山用品の販売に非常に良い気象条件となり、販売は好調に推移しました。一

方で、釣用品販売においては、この厳しい寒波やそれに伴う低水温は、釣愛好者がフィールドから遠ざかる要因と

なり、厳しい市場環境となりました。 

 当中間連結会計期間における繁忙期のピークとなるゴールデンウィークについては、登山用品販売においては、

例年に比べ残雪が多く、北アルプス方面等への登山者は減少したものの、近郊の山域需要の拡大により、ウェア、

アウトドアシューズを中心に販売は堅調に推移しました。釣用品販売においては、水温の上昇が遅れたことにより

各地の釣果が悪く、厳しい冬の影響が春の立ち上がりにも影響を及ぼす結果になりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 登山用品販売事業 

 前述のとおり、登山用品販売事業にとって非常に良い気象条件が続いたことに加え、タウンユースに対応したア

ウトドアブランドのウェアやシューズ、また、カメラ・旅行ザックやキャンプ用品等の登山よりも幅広い顧客層の

ニーズに即した品揃えの強化により、販売は好調に推移しました。以上の結果、当中間連結会計期間の登山用品の

売上高は、26億５千８百万円となり、営業利益１億７千３百万円となりました。 

 なお、前事業年度の計画に従い、平成18年１月15日に好日山荘 熊本水道町店を閉鎖し、平成18年４月７日に好

日山荘 西宮北インター店を新設しております。 

② 釣用品販売事業 

 釣用品販売事業につきましては、低水温による釣果の不振が続いた結果、当中間連結会計期間を通じて販売は低

迷しました。しかし、釣用品販売の繁忙期は6月以降であり、冬季が中心となる当中間連結会計期間の売上高の減

少の通期業績に与えるインパクトは小さいと判断しております。また、当中間連結会計期間において、品揃えの抜

本的な変更を実施した結果、売上高総利益率の改善や在庫効率の改善等、ハイシーズンをむかえる準備は完了して

おります。当中間連結会計期間の釣用品の売上高は、２億６千３百万円となり、営業利益△４千８百万円となりま

した。 

③ その他 

 その他は主に自社所有の土地建物の賃貸部門であります。売上高につきましては３千３百万円となり、営業利益

２千万円となりました。 

  

 なお、当中間連結会計期間は中間連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりま

せん。（以下「（2）キャッシュ・フロー」及び「2 仕入・販売の状況」においても同じ。） 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、３億５千２百万円増加し、当中

間連結会計期間末には６億３千６百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において営業活動による資金の減少は、１億５千４百万円となりました。これは主に税金等

調整前中間純利益６千４百万円、減価償却費４千９百万円があった一方で、季節的な要因のため、売上債権が４千

５百万円増加し、仕入債務が２億５千６百万円減少したこと等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において投資活動による資金の増加は、１億４千８百万円となりました。これは主に、敷

金・保証金の返還による収入１億３千４百万円や投資有価証券の売却による収入５千２百万円があったこと等によ

るものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において財務活動による資金の増加は、３億５千９百万円となりました。これは主に、銀行

政策の見直しにより、長期借入金の返済による支出７億６千２百万円および長期借入金の借入れによる収入９億円

があったことに加え、短期借入金が２億５千万円増加したこと等によるものです。なお、長期借入金の純増加額１

億３千８百万円は、当連結会計年度の店舗の新設等に備えるためのものです。 



２【仕入・販売の状況】 

(1）仕入実績 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．その他は主に自社所有の土地建物の賃貸によるものです。 

(2）販売実績 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．その他は主に自社所有の土地建物の賃貸によるものです。 

     ３. 総販売実績の10％以上を占める販売顧客に該当するものはありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

仕入高（千円） 前年同期比（％） 

      

登山用品販売 1,565,918 － 

釣用品販売 171,234 － 

小計 1,737,152 － 

その他 7,383 － 

合計 1,744,535 － 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

売上高（千円） 前年同期比（％） 

      

登山用品販売 2,657,758 － 

釣用品販売 262,564 － 

小計 2,920,322 － 

その他 32,980 － 

合計 2,953,302 － 



(3）地方別売上状況 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．上記の売上高は、商品売上高を記載しております。 

３【対処すべき課題】 

 当社グループは、収益性をさらに強化し経営基盤をより強固なものとしていくため、中長期的な会社の経営戦略を

基に以下の諸施策を推進してまいります。 

 ① 既存登山用品店の「コージツ」から「好日山荘」への店舗名の変更および店舗改装 

 ② 登山用品店の新設および移転新設 

 ③ 「好日山荘メンバーズカード」の活用による顧客サービスの充実および顧客管理体制の確立 

 ④ 自社のウェブサイトにおける通信販売システムを確立し、通信販売事業を中核事業へ育成 

 ⑤ 情報セキュリティー体制の強化 

 ⑥ ホームページの全面的なリニューアルによる企業イメージのさらなる向上 

 ⑦ 顧客アンケート、市場調査に基づく顧客ニーズに即した品揃えと店造りの実現 

  

４【経営上の重要な契約等】 

  平成18年２月24日開催の当社第44期定時株主総会において承認されました、当社の登山用品事業を会社分割によ

り分社化する分割期日を下記のとおり変更しております。 

  

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

地域 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

売上高 
（千円） 

構成比率 
（％） 

中間連結
会計期間
末店舗数
（店） 

関東甲信越地方 949,857 32.5 9     

北陸地方 195,192 6.7 3     

中部地方 361,684 12.4 5     

近畿地方 968,495 33.1 14     

中国地方 375,933 12.9 6     

九州地方 69,160 2.4 1     

合計 2,920,322 100.00 38     

  （変更前） （変更後） 

 分割期日 平成18年６月１日 平成18年12月１日 

 分割登記 平成18年６月１日 平成18年12月１日 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 (１) 提出会社 

 当中間連結会計期間において、１店舗の新設をいたしました。その設備の状況は次のとおりであります。 

   店舗の開設 

  

   （２）国内子会社  

   該当事項はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

１．当中間連結会計期間において新たに確定した設備の新設計画は次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

２．当中間連結会計期間において新たに確定した除却等の計画は特にありません。 

店舗名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 建物及び

構築物 
工具、器具
及び備品 

合計 

 好日山荘西宮北インタ 

ー店 

 （兵庫県西宮市） 

 登山用品販

売 
 店舗出店 20,019 5,668 25,687 3 

会社名 
事業所名 

店舗名  
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 
完成後の増
加売場面積
（㎡） 

総額 
（千円） 

既支払額 
（千円） 

着手 完了 

 ㈱コージツ 

 好日山荘富

山豊田東店

（富山県富山

市） 

 登山用品販

売 
 店舗改装 29,500 29,500  借入金 平成18年５月 平成18年６月   － 

 ㈱コージツ 

 好日山荘チ

ャチャタウン

小倉店（福岡

県北九州市小

倉北区） 

 登山用品販

売 
 店舗出店 12,000 12,000  借入金  平成18年６月 平成18年７月 

 573.5 

  

 ㈱コージツ 

好日山荘金沢

西インター大

通り店（石川

県金沢市）  

 登山用品販

売 
 店舗出店 35,700 35,700  借入金 平成18年６月 平成18年７月  576.0 

 ㈱コージツ 

 好日山荘太

宰府インター

店（福岡県大

野城市） 

 登山用品販

売 
 店舗出店 27,500 27,500  借入金 平成18年６月 平成18年７月  544.2 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成18年２月24日定時株主総会決議 

（注）1. 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社、当社子会社もしくは当社と協力関係にある取  

       引先の取締役、監査役、従業員および顧問のいずれかの地位にあることを要する。ただし、任期満了による 

     退任、定年による退職、会社都合による退職その他これに準ずる正当な事由のある場合はこの限りではな 

     い。    

   ２. 新株予約権の割当を受けたものが死亡した場合、相続人は行使することができない。 

    ３.  新株予約権の割当を受けた者は、割当てられた新株予約権個数の全部または一部につき行使することができ 

     る。ただし、一部を行使する場合には、割当てられた新株予約権の整数倍の単位で行使するものとする。 

   ４. その他の条件については、当社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結する新株予約権割当契約に定め 

     るところによる。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 63,924,000 

計 63,924,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年５月31日） 

提出日現在発行数(株） 
（平成18年８月30日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 15,981,000 15,981,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 15,981,000 15,981,000 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年５月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年７月31日） 

新株予約権の数（個） 786 786 

新株予約権の目的となる株式の種類  当社普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 786,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 235,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年３月１日 

至 平成28年２月23日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  

資本組入額  

235 

118 
同左 

新株予約権の行使の条件  （注）１,2,3,4 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡する時は、

当社取締役会の承認を要する

ものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － 同左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

 （注）平成18年２月14日付にて、小杉産業株式会社が当社の株式を公開買付けで投資事業有限責任シナジー・ファンド 

    から取得しております。その結果、当中間会計期間に下記の変更が生じております。 

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金
残高 
（千円） 

平成17年12月１日から 

平成18年５月31日 
－ 15,981,000 －  1,065,161  － 150,000 

  平成18年５月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

小杉産業株式会社 
東京都中央区築地６－19－20 ニチレイ東

銀座ビル10Ｆ  
9,618 60.18 

株式会社タナベスポーツ 大阪市中央区松屋町住吉５－４ 264 1.65 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 178 1.11 

コージツ従業員持株会 
神戸市中央区浜辺通２丁目１－30 三宮国

際ビル６Ｆ 
140 0.87 

コージツ取引先持株会 
神戸市中央区浜辺通２丁目１－30 三宮国

際ビル６Ｆ 
131 0.81 

水谷 敦 神戸市東灘区 103 0.64 

五嶋 史治 名古屋市中村区 97 0.60 

崎山 攻 大阪市北区 80 0.50 

坪本 隆 兵庫県西宮市 78 0.49 

蓬莱 誠 石川県羽咋市 71 0.44 

計 － 10,762 67.29 

  前事業年度末（千株） 当中間会計期間末（千株） 

 小杉産業株式会社 － 9,618 

 投資事業有限責任組合シナジー・ファンド 9,618 － 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

（注） 上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数

１個）あります。なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれており

ます。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

－ － 
普通株式 22,000 

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,900,000 15,900 － 

単元未満株式 普通株式 59,000 － 
一単元（1,000株）未

満の株式 

発行済株式総数   15,981,000 － － 

総株主の議決権 － 15,900 － 

  平成18年５月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社コージツ 
神戸市中央区浜辺

通２丁目１番30号 
22,000 － 22,000 0.14 

計 － 22,000 － 22,000 0.14 

月別 平成17年12月 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 

最高（円） 398 335 275 268 247 233 

最低（円） 261 261 175 210 220 201 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表および中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

(3）当社は、平成17年10月26日開催の第43期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を７月31日か

ら11月30日に変更いたしました。これに伴い、第44期事業年度は、平成17年８月１日から平成17年11月30日までの

４ヶ月間となったため、中間財務諸表を作成しておりません。従って、前中間会計期間の記載を省略しておりま

す。 

(4）当中間連結会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日まで）は、中間連結財務諸表の作成初年度である

ため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書および中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書については、前中間連結会計期間との対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日

まで）の中間連結財務諸表ならびに当中間会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日まで）の中間財務諸表

について、中央青山監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
当中間連結会計期間末 
（平成18年5月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金 ※2   656,439   

２．受取手形および売掛金     128,466   

３．たな卸資産     1,306,754   

４. その他     175,511   

  貸倒引当金     △201   

流動資産合計     2,266,969 45.2 

Ⅱ 固定資産      

１．有形固定資産 ※1    

(1）建物及び構築物 ※2 425,530     

(2）土地 ※2 1,147,114     

(3）その他   36,402 1,609,047   

２．無形固定資産     55,502   

３．投資その他の資産      

(1）敷金・保証金   1,001,339     

(2）その他   77,106 1,078,445   

固定資産合計     2,742,994 54.8 

資産合計     5,009,962 100.0 

     
 



  
当中間連結会計期間末 
（平成18年5月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．支払手形及び買掛金     1,114,130   

２．短期借入金 
※2 
※3 

  400,000   

３．１年以内返済予定長期
借入金 

※2   461,504   

４．未払法人税等     16,441   

５．事業構造改善引当金     49,288   

６．賞与引当金     43,583   

７．その他     155,170   

流動負債合計     2,240,116 44.7 

Ⅱ 固定負債      

１．長期借入金 ※2   1,040,080   

２．事業構造改善引当金     35,594   

３．その他     179,015   

固定負債合計     1,254,689 25.0 

負債合計     3,494,805 69.8 

     

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本        

１. 資本金    1,065,161   

２. 資本剰余金    150,000   

３. 利益剰余金    302,972   

４. 自己株式    △3,289   

株主資本合計    1,514,843 30.2 

Ⅱ 評価・換算差額等        

１. その他有価証券評価
差額金 

   314   

評価・換算差額等合計    314 0.0 

純資産合計    1,515,157 30.2 

負債純資産合計    5,009,962 100.0 

     



②【中間連結損益計算書】 

   
当中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  2,953,302 100.0

Ⅱ 売上原価  1,808,589 61.2

売上総利益  1,144,713 38.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  1,093,319 37.0

営業利益  51,394 1.8

Ⅳ 営業外収益  

１．受取利息  121

２．転貸不動産収入  133,167

３．その他  6,892 140,180 4.7

Ⅴ 営業外費用  

１．支払利息  18,879

２  転貸不動産賃借料  131,153

３．その他  4,472 154,503 5.2

経常利益  37,071 1.2

Ⅵ 特別利益  

１．事業構造改善引当金戻
入益 

 2,142

２．投資有価証券売却益  45,426 47,568 1.6

Ⅶ 特別損失  

１．退店特別損失 ※2 7,260

２．減損損失 ※3 6,280

３．固定資産廃棄損 ※2 3,391

４．その他特別損失  3,500 20,431 0.7

税金等調整前中間純利
益 

 64,208 2.2

法人税、住民税及び事
業税 

 12,974 0.5

中間純利益  51,234 1.7

   



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間（自平成17年12月１日 至平成18年５月31日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年12月１日 残高 

（千円） 
1,065,161 150,000 267,698 △2,970 1,479,889 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（千円）  ※2 － － △15,960 － △15,960 

中間純利益（千円） － － 51,234 － 51,234 

自己株式の取得（千円） ※1 － － － △320 △320 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 

（千円） 

－ － － － － 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － 35,274 △320 34,954 

平成18年５月31日 残高 

（千円） 
1,065,161 150,000 302,972 △3,289 1,514,843 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計

平成17年12月１日 残高 

（千円） 
41,558 41,558 1,521,447 

中間連結会計期間中の変動額    

剰余金の配当（千円）    ※2 － － △15,960 

中間純利益（千円） － － 51,234 

自己株式の取得（千円） ※1 － － △320 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純

額） 

（千円） 

△41,244 △41,244 △41,244 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△41,244 △41,244 △6,290 

平成18年５月31日 残高 

（千円） 
314 314 1,515,157 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
当中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税金等調整前中間純利
益 

 64,208

減価償却費  49,439

減損損失  6,280

事業構造改善引当金の
減少額 

 △28,155

貸倒引当金の増加額  62

受取利息及び受取配当
金 

 △121

支払利息  18,879

固定資産廃棄損  3,391

投資有価証券売却益  △45,426

売上債権の増加額  △44,941

たな卸資産の減少額  58,298

未収入金の減少額  4,185

仕入債務の減少額  △255,668

賞与引当金の増加額  43,583

未払費用の減少額  △885

未払消費税等の増加額  13,296

その他減少額  △4,615

小計  △118,190

利息及び配当金の受取
額 

 121

利息の支払額  △26,667

法人税等の支払額  △9,594

 小計  △36,140

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △154,330

 



   
当中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

有形・無形固定資産の
取得による支出 

 △11,461

敷金・保証金の差入れ
による支出 

 △39,805

敷金・保証金の返還に
よる収入 

 134,375

建設協力金の返還によ
る収入 

 33,129

預り保証金の返還によ
る支出 

 △20,810

投資有価証券の売却に
よる収入 

 52,497

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 147,925

 



   
当中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

短期借入金の純増加額  250,000

割賦未払金の支払による
支出 

 △9,450

ファイナンス・リース債
務の返済による支出 

 △3,003

長期借入による収入  900,000

長期借入金の返済による
支出 

 △762,416

担保に供している定期預
金の増加額 

 △2

自己株式の取得による支
出 

 △320

配当金の支払額  △15,960

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 358,850

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加
額 

 352,445

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 283,988

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間
期末残高 

※1  636,433

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  連結子会社の数     １社 

 株式会社 コージツフィッシング 

２．持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社及び関連会社が存在しない

ため、該当事項はありません。 

３．連結子会社の中間決算日

等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は、中間連結決

算日と一致しております。 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

 （イ）重要な資産の評価基準及び評価方

法 

  ①その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は主として移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 ②たな卸資産 

 釣用品 

 売価還元法に基づく原価法 

スポーツ用品 

 総平均法に基づく原価法 

（ロ）重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ①有形固定資産 

 定率法 

  なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  建物        ８年～47年 

 構築物       10年～30年 

 工具、器具及び備品 ３年～15年 

 ②無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

 ③長期前払費用 

 定額法 

（ハ）重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

 ②事業構造改善引当金 

  事業構造改善に伴い、今後発生が見

込まれる店舗閉鎖損などについて合理

的な見積り額を計上しております。 

 ③賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備えるために、

当連結会計年度末における支給見込額

に基づき、当中間連結会計期間末にお

ける合理的な見積額を計上しておりま

す。 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

（ニ）重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

（ホ）重要なヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

  金利スワップ取引については、特例

処理の要件を満たしているため、特例

処理を採用しております。 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段………金利スワップ 

ヘッジ対象………借入金の利息 

 ③ヘッジ方針 

  社内ルールに基づき、金利変動リス

クをヘッジしております。 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

  金利スワップ取引については、特例

処理を採用しているため、有効性の評

価を省略しております。 

 （ヘ）その他中間連結財務諸表作成のため

   の基本となる重要な事項 

  ①消費税等の処理方法 

   税抜方式によっております。 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引き出し可能な預金およ

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年５月31日） 

 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、1,010,306千

円であります。 

 ※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

 建物及び構築物   170,975千円 

 土地  1,147,112 

 定期預金 20,006  

 計  1,338,093 

 短期借入金 200,000千円 

 長期借入金 

（一年以内返済予定長

期借入金含む） 

935,500 

 計 1,135,500 

 ※３ 当座貸越契約についての注記 

 当社は、設備投資および運転資金の効率的な調達を

行うために取引銀行と当座貸越契約を締結しておりま

す。契約に基づく当中間連結会計期間末の借入未実行

残高は以下のとおりです。 

 当座貸越契約 950,000千円 

 借入実行残高 400,000 

 計 550,000 



（中間連結損益計算書関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

 ※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりです。 

 広告宣伝費 149,262千円  

 給与 308,003  

 賞与引当金繰入額 43,583  

 福利厚生費 48,441  

 水道光熱費 34,686  

 減価償却費 39,455  

不動産賃借料 

  

271,499  

  

 販売費に属する費用 58.4％ 

 一般管理費に属する費用 41.6％ 

 ※２ 特別損失のうち主要な費目及び金額 

 退店特別損失の内訳 

    退店が決定した店舗に係る損失見積計上額及び退店

   した店舗に係る現状回復費等であります。 

現状回復費等  2,160千円 

 損失見積計上額 5,100 

 計  7,260 

固定資産廃棄損の内訳   

 建物及び構築物  1,694千円 

 工具、器具及び備品 1,696  

 計 3,391  

 ※３ 減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社グループは以下

の資産グループについて減損損失を計上いたしまし

た。 

 当社グループの主要事業である登山用品販売事業及び釣

用品販売事業については店舗毎に、賃貸事業及び転貸事業

に係る資産については継続的に収支の把握を行っている管

理会計上の収支単位毎にグルーピングを行っております。

 但し、将来の使用見込みがない遊休資産については個別

物件毎にグルーピングを行っております。 

 当中間連結会計期間において、収益性等の観点から退店

若しくは移転の意思決定をした店舗で保有する資産のう

ち、将来の使用見込みがなく、廃棄することが決定された

資産について、廃業予定時における残存帳簿価格の全額を

減損損失として計上いたしました。 

用途 場所 種類 減損損失 

店舗用 

資産 

金沢新神田店

（石川県）金沢

市他１店舗 

建物及び構築物、

その他 
 6,280千円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

 

  ※1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の 

    種類及び株式数に関する事項 

  （千株） 

  当期増加株式数は単元未満株の買取りによるものであり  

 ます。 

  
期首株式

数  

当中間連結

会計期間増

加株式数  

 当中間連結

会計期間減少

株式数 

 当中間連結

会計期間末

株式数 

 発行済株式数    

 普通 

 株式 
15,981 － － 15,981 

 合計 15,981 － － 15,981 

 自己株式    

 普通 

 株式 
21 1 － 22 

 合計 21 1 － 22 

  ※2. 配当に関する事項 

 配当金の支払額 

 決議日 平成18年２月24日（定時株主総会）

 株式種類 普通株式  

 配当金の総額  15,959,929円 

 １株当たり配当

金 
 １円 

 基準日  平成17年11月30日 

 効力発生日  平成18年２月25日 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年５月31日現在） 

現金及び預金勘定 656,439千円

担保に供している定期預金 △20,006  

預金及び現金同等物 636,433  



（リース取引関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末残
高相当額 
（千円） 

工具、器具
及び備品 

153,807 52,238 101,569 

合計 153,807 52,238 101,569

 （注)  取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残  

   高が有形固定資産の中間期末残高等に占める割合 

   が低いため、支払利子込み法により算定しており 

   ます。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 29,646千円

１年超 71,923 

計 101,569 

 （注)  未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過  

   リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期末 

   残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法 

   により算定しております。         

３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 14,626千円

減価償却費相当額 14,626千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする 

   定額法によっております。なお、リース資産に配分 

   された減損損失はありません。 

   （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありません。 

  



（有価証券関係） 

当中間連結会計期間末（平成18年５月31日現在） 

その他有価証券で時価のあるもの 

  

 当中間連結会計期間中に売却したその他有価証券 

  

（デリバティブ取引関係） 

当中間連結会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

 当社グループは，ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引以外に該当事項はありませんので、記載を省略

しております。 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

株式 53 367 314 

合計 53 367 314 

売却額（千円）  売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

52,497 45,426 － 



（ストック・オプション等関係） 

 当中間連結会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

 1. ストック・オプションの内容及び規模 

  当中間連結会計期間において付与したストック・オプションは、以下のとおりであります。 

 （注）株式数に換算して記載しております。 

  

 2. 中間連結財務諸表への影響額 

 該当事項はありません。 

  平成18年ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 
 当社、当社子会社ならびに当社と協力関係にある取引先の取締役、

監査役、従業員および顧問のうち当社取締役会で認めた者 

 ストック・オプションの付与数（注） 普通株式 786,000株 

 付与日 平成18年４月24日 

 権利確定条件 

 ① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社、

当社子会社もしくは当社と協力関係にある取引先の取締役、監査

役および従業員のいずれかの地位にあることを要する。ただし、

任期満了による退任、定年による退職、会社都合による退職その

他これに準ずる正当な事由のある場合にはこの限りではない。 

② 新株予約権の割当を受けた者が死亡した場合、相続人は行使す

ることができない。 

③ 新株予約権の割当を受けた者は、割当られた新株予約権個数の

全部または一部につき行使することができる。ただし、一部を行

使する場合には、割当られた新株予約権の整数倍の単位で行使す

るものとする。 

④ その他の条件については、当社と新株予約権の割当を受ける者

との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。 

 対象勤務期間 
 権利確定条件において、権利行使時における条件があるため、対象

勤務期間については規定しておりません。 

 権利行使期間 平成20年３月１日から平成28年２月23日 

 権利行使価格 235円 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分に基づき、市場及び事業形態を考慮して決定しております。 

２．各区分に属する主な事業の内容 

    ３. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は103,892千円であり、その主な 

      ものは当社の管理部門にかかる費用であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

     当中間連結会計期間（自平成17年12月１日 至平成18年５月31日） 

    本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

     当中間連結会計期間（自平成17年12月１日 至平成18年５月31日） 

     海外売上高がないため該当事項はありません。 

  
登山用品販売 
（千円） 

釣用品販売 
（千円） 

その他 
（千円） 

  計 
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）顧客に対する売上高 2,657,758 262,564 32,980 2,953,302 － 2,953,302 

計 2,657,758 262,564 32,980 2,953,302 － 2,953,302 

営業費用 2,484,469 310,420 12,533 2,807,422 94,441 2,901,863 

営業利益（又は営業損失） 173,289 △47,856 20,447 145,880 △94,441 51,438 

事業区分 事業内容 

 登山用品販売 
 店舗での登山用品販売およびアウトドア用品販売 

 モバイルおよびＷｅｂを使った登山用品およびアウトドア用品販売 

 釣用品販売  店舗での釣用品およびアウトドア用品販売 

 その他  不動産賃貸、保険代理店 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

   当中間連結会計期間 (自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

    該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 特記事項はありません。 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

１株当たり純資産額 94.94円

１株当たり中間純利益 3.21円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につ

きましては、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

中間純利益（千円） 51,234 

普通株主に帰属しない金額 － 

普通株式に係る中間純利益（千円） 51,234 

期中平均株式数（株） 15,959,142 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

 平成18年４月24日付で付与された

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21

の規定に基づく新株予約権  786個 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
当中間会計期間末 
（平成18年５月31日） 

前事業年度末要約貸借対照表 
（平成17年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金 ※２ 576,659   303,992

２．売掛金   124,376   83,433

３．商品   915,914   1,365,051

４．その他   333,192   196,500

貸倒引当金   △195   △139

流動資産合計     1,949,946 39.6 1,948,837 40.0

Ⅱ 固定資産       

(1）有形固定資産 ※１     

１．建物 ※２ 380,917   415,205

２．構築物   15,160   26,282

３．工具、器具及
び備品 

  31,448   38,613

４．土地 ※２ 1,147,114   1,147,114

有形固定資産合
計 

  1,574,639   1,627,214

(2）無形固定資産   54,847   52,334

(3）投資その他の資
産 

      

１．関係会社株式   333,082   －

２．敷金・保証金   931,231   1,090,803

３．その他   75,756   157,183

投資その他の資
産合計 

  1,340,070   1,247,986

固定資産合計     2,969,555 60.4 2,927,534 60.0

資産合計     4,919,501 100.0 4,876,371 100.0

        

 



    
当中間会計期間末 

（平成18年５月31日） 
前事業年度末要約貸借対照表 
（平成17年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形   686,808   956,929

２．買掛金   307,689   398,145

３．短期借入金 
※２ 
※４ 

400,000   150,000

４．一年以内返済予
定長期借入金 

※２ 461,504   375,332

５．未払費用    81,644   101,388

６．未払法人税等   14,915   10,442

７．事業構造改善引
当金 

  49,288   73,523

８．賞与引当金    37,072   －

９．その他   62,440   48,613

流動負債合計     2,101,360 42.7 2,114,372 43.4

Ⅱ 固定負債       

１．長期借入金 ※２ 1,040,080   988,668

２．事業構造改善引
当金 

  35,594   39,514

３．その他   179,015   212,370

固定負債合計     1,254,689 25.5 1,240,552 25.4

負債合計     3,356,048 68.2 3,354,924 68.8

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金     － － 1,065,161 21.8

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   －   150,000

資本剰余金合計     － － 150,000 3.1

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   －   7,985

２．中間（当期）未
処分利益 

  －   259,713

利益剰余金合計     － － 267,698 5.5

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    － － 41,558 0.9

Ⅴ 自己株式     － － △2,970 △0.1

資本合計     － － 1,521,447 31.2

負債・資本合計     － － 4,876,371 100.0

        

 



    
当中間会計期間末 

（平成18年５月31日） 
前事業年度末要約貸借対照表 
（平成17年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）         

Ⅰ 株主資本             

１．資本金    1,065,161 21.7  － － 

２．資本剰余金         

(1）資本準備金   150,000   －   

資本剰余金合計    150,000 3.1  － － 

３．利益剰余金         

(1）利益準備金   9,581   －   

(2）その他利益剰余
金 

          

繰越利益剰余金   341,685   －   

利益剰余金合計    351,266 7.1  － － 

４．自己株式    △3,289 △0.1  － － 

株主資本合計    1,563,138 31.8  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等             

その他有価証券評価差
額金 

   314 0.0  － － 

評価・換算差額等合
計  

   314 0.0      

純資産合計    1,563,452 31.8  － － 

負債純資産合計    4,919,500 100.0  － － 



②【中間損益計算書】 

    
当中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

前事業年度要約損益計算書 
（自 平成17年８月１日 
至 平成17年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     2,690,738 100.0 2,004,074 100.0

Ⅱ 売上原価     1,635,655 60.8 1,237,589 61.8

売上総利益     1,055,083 39.2 766,484 38.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    965,285 35.9 710,773 35.5

営業利益     89,798 3.3 55,712 2.8

Ⅳ 営業外収益       

１．受取利息   121   3

２．転貸不動産収入   133,167   105,546

３．雑収入   15,427 148,716 5.5 5,117 110,667 5.5

Ⅴ 営業外費用       

１．支払利息   18,879   12,308

２．転貸不動産賃借料   131,153   104,165

３．その他   4,310 154,341 5.7 3,928 120,401 6.0

経常利益     84,173 3.1 45,978 2.3

Ⅵ 特別利益 ※２   47,568 1.8 124,135 6.2

Ⅶ 特別損失 
※３ 
※４ 

  20,431 0.8 94,359 4.7

税引前中間（当
期）純利益 

    111,310 4.1 75,754 3.8

法人税、住民税及
び事業税 

    11,781 0.4 9,546 0.5

中間（当期）純利
益 

    99,529 3.7 66,208 3.3

前期繰越利益     － 193,505

中間（当期）未処
分利益 

    － 259,713

        



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成17年12月１日 至平成18年５月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利
益剰余金

利益剰余
金合計 繰越利益

剰余金 

平成17年11月30日 残高 

（千円） 
1,065,161 150,000 150,000 7,985 259,713 267,698 △2,970 1,479,889 

中間会計期間中の変動額         

剰余金の配当（千円） － － － 1,596 △17,556 △15,960 － △15,960 

中間純利益（千円） － － － － 99,529 99,529 － 99,529 

自己株式の取得（千円） － － － － － － △320 △320 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

（千円） 

－ － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － 1,596 81,973 83,569 △320 83,249 

平成18年５月31日 残高 

（千円） 
1,065,161 150,000 150,000 9,581 341,685 351,266 △3,289 1,563,138 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成17年11月30日 残高 

（千円） 
41,558 41,558 1,521,447 

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当（千円） － － △15,960 

中間純利益（千円） － － 99,529 

自己株式の取得（千円） － － △320 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 

（千円） 

△41,244 △41,244 △41,244 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△41,244 △41,244 42,005 

平成18年５月31日 残高 

（千円） 
314 314 1,563,452 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  当中間連結会計期間に係る「中間キャッシュ・フロー計算書」については、中間連結キャッシュ・フロー計算書に 

 記載しております。 

  平成17年11月期に決算期の変更をしたことにより、平成17年11月期の期間は４ヶ月となっているため、中間期があり

  ません。そのため前年中間期のキャッシュ・フロー計算書は記載しておりません。 

   
前事業年度 

（自 平成17年８月１日 
至 平成17年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税引前当期純利益  75,754

減価償却費  35,751

減損損失  38,652

事業構造改善引当金の
減少額 

 △26,769

貸倒引当金の増加額  △112

受取利息及び受取配当
金 

 △3

支払利息  12,308

有形固定資産売却益  △59,745

預り保証金解約益  △21,600

売上債権の減少額  77,134

たな卸資産の減少額  △130,641

未収入金の増加額  △692

仕入債務の減少額  △253,060

未払費用の減少額  △26,620

未払消費税等の減少額  △7,070

その他の増減額  △13,649

小計  △300,362

利息及び配当金の受取
額 

 3

利息の支払額  △12,030

法人税等の支払額  △28,120

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △340,509

 



   
前事業年度 

（自 平成17年８月１日 
至 平成17年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

有形・無形固定資産の
取得による支出 

 △58,517

有形・無形固定資産の 
売却による収入 

 250,164

敷金・保証金の差入れ
による支出 

 △14,366

敷金・保証金の返還に
よる収入 

 53,730

建設協力金の返還によ
る収入 

 25,608

預り保証金の返還によ
る支出 

 △9,568

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 247,051

 



  

   
前事業年度 

（自 平成17年８月１日 
至 平成17年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

担保に供している預金の
減少額 

 1

短期借入金の純増加額  150,000

割賦未払金の支払による
支出 

 △6,300

ファイナンス・リース債
務の返済による支出 

 △1,969

長期借入金の借入による
収入 

 100,000

長期借入金の返済による
支出 

 △133,000

自己株式の取得による支
出 

 △294

配当金の支払額  △31,923

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 76,515

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少
額 

 △16,943

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 300,931

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末
残高 

※1  283,988

   



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成17年11月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

   子会社株式 

    移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は、主として移動平均法

により算定） 

(1）有価証券 

  

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額

は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は、

主として移動平均法によ

り算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

スポーツ用品 

総平均法に基づく原価法 

(2）たな卸資産 

スポーツ用品 

    同左 

    

  

釣用品 

   売価還元法に基づく原価法 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法。なお、主な耐用年数

は以下のとおりであります。 

建物     ８年～47年 

(1）有形固定資産 

定率法。なお、主な耐用年数

は以下のとおりであります。 

建物     ３年～47年 

  (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

いております。 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）事業構造改善引当金 

事業構造改善に伴い、今後発

生が見込まれる店舗閉鎖損な

どについて合理的な見積り額

を計上しております。 

(2）事業構造改善引当金 

同左 

  （3）賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるた

めに、事業年度末における支

給見込額に基づき、中間会計

期間末における合理的な見積

額を計上しております。 

───── 

 



項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成17年11月30日） 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たし

ているため、特例処理を採用

しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金の利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

社内ルールに基づき、金利変

動リスクをヘッジしておりま

す。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップ取引について

は、特例処理を採用している

ため、有効性の評価を省略し

ております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

───── 手許現金、随時引き出し可能な預

金および容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

当中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成17年11月30日） 

１．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

当中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 

平成17年12月９日 企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準摘要指針第８号）を適

用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は

1,563,452千円であります。 

なお中間財務諸表規則の改正により、当中間会計

期間における中間貸借対照表の純資産の部につい

ては、改正後の中間財務諸表規則により作成して

おります。   

───── 

─────  固定資産の減損に係る会計基準 

 当会計期間から、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準」の適

用指針」（企業会計審議会 平成15年10月31日企業

会計基準適用指針第６号）を適用しております。 

 これにより税引前当期純利益が38,652千円減少し

ております。このうち減損損失15,432千円について

は、前期以前において事業構造改善引当金の対象と

しておりましたので、当該引当金の同額を取り崩し

特別利益として計上しております。その結果、純額

での影響額は税引前当期純利益23,219千円の減少と

なります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間末 
（平成18年５月31日） 

前事業年度末 
（平成17年11月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

812,261千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

1,012,650千円であります。 

※２．担保提供資産 

次の資産を下記借入金の担保に供して

おります。 

※２．担保提供資産 

次の資産を下記借入金の担保に供して

おります。 

建物 170,975千円

土地 1,147,112千円

定期預金 20,006千円

計 1,338,093千円

建物 177,861千円

土地 1,147,112千円

定期預金 20,004千円

計 1,344,977千円

短期借入金 200,000千円

長期借入金 935,500千円

（一年以内返済予定

長期借入金を含む） 

  

計 1,135,500千円

短期借入金 100,000千円

長期借入金 1,264,000千円

（一年以内返済予定

長期借入金を含む）

  

計 1,364,000千円

※３．当座貸越契約について 

当社は、設備投資および運転資金の効

率的な調達を行うために取引銀行と当

座貸越契約を締結しております。これ

らの契約に基づく当中間会計期間末の

借入未実行残高は以下のとおりです。 

※３．当座貸越契約について 

当社は、設備投資および運転資金の効

率的な調達を行うために取引銀行と当

座貸越契約を締結しております。これ

らの契約に基づく当期末の借入未実行

残高は以下のとおりです。 

当座貸越極度額の総額 950,000千円

借入実行残高 400,000千円

差引額 550,000千円

当座貸越極度額の総額 610,000千円

借入実行残高 150,000千円

差引額 460,000千円



（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成17年11月30日） 

※１．減価償却実施額 ※１．減価償却実施額 

有形固定資産 28,145千円

無形固定資産 8,424千円

  計 36,569千円

有形固定資産 29,888千円

無形固定資産 4,990千円

  計 34,878千円

※２．特別利益の主要項目 ※２．特別利益の主要項目 

事業構造改善引当金戻

入益 

2,142千円

 投資有価証券売却益 45,426千円

   

計 47,568千円

預り保証金解約益 21,600千円

固定資産売却益 59,745千円

事業構造改善引当金戻

入益 

42,790千円

計 124,135千円

※３．特別損失の主要項目 ※３．特別損失の主要項目 

 退店特別損失 7,260千円

減損損失 6,280千円

 固定廃棄損 3,391千円

その他特別損失 3,500千円

計 20,431千円

 退店特別損失 41,428千円

減損損失 38,652千円

 商品廃棄損 11,309千円

その他特別損失 2,971千円

計 94,359千円

※４．減損損失 ※４．減損損失 

当中間会計期間において、当社は以下の資産

グループについて減損損失を計上いたしまし

た。  

当社の主要事業である登山用品販売事業

については店舗毎に、賃貸事業及び転貸

事業に係る資産については継続的に収支

の把握を行なっている管理会計上の収支

単位毎にグルーピングを行っておりま

す。 

但し、将来の使用見込がない遊休資産に

ついては個別物件毎にグルーピングして

おります。 

 当中間会計期間において、収益等の観

点から退店若しくは移転の意思決定をし

た店舗で保有する資産のうち将来の使用

見込みがなく、廃業することが決定され

た資産について、廃棄予定時における残

存帳簿価格の全額を減損損失として計上

いたしました。 

  

用途  場所  種類 
減損損

失  

 店舗用資産 

  

  

  

  

 金沢新神田

店（石川県）

金沢市他１店

舗 

  

 建物、構

築物、工具

器具及び備

品 

  

6,280 
 千円

  

  

当期において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いたしました。 

  

当社の主要事業である登山用品販売事業及

び釣用品販売事業に係る資産については店

舗毎に、賃貸事業及び転貸事業に係る資産

については継続的に収支の把握を行なって

いる管理会計上の収支単位毎にグルーピン

グを行っております。 

但し、将来の使用見込みがない遊休資産に

ついては個別物件毎にグルーピングを行っ

ております。 

用途  場所  種類 
減損損

失  

 店舗用資産 

  

  

  

  

 熊本水道町

店（熊本県熊

本市）他３店

舗 

  

 建物、構

築物、工

具器具及

び備品 

  

22,154 
 千円

  

  

 転貸用資産 

  

  

  

  

 京都市西京

区、三重県四

日市市他８件

  

 建物、構

築物、工

具器具及

び備品 

  

6,651
 千円

  

  

 遊休資産 

  

  

 福島県耶麻

郡、本社 

  

 土地、工

具器具備

品 

  

9,847
 千円

  

 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 当中間会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

        当中間連結会計期間に係る「中間キャッシュ・フロー計算書」に関する注記については、中間連結財務諸表 

    の注記として記載しております。 

  

当中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成17年11月30日） 

 店舗用資産については、当事業年度におい

て、収益性等の観点から退店若しくは移転

の意思決定をした店舗に係る固定資産の帳

簿価格を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として計上いたしました。 

転貸用資産については、転貸損失が継続的

に発生している転貸物件にかかる固定資産

はその帳簿価額に回収可能性がないと判断

し、固定資産の帳簿価額全額を減損損失と

して計上いたしました。 

なお、店舗用資産の回収可能価額は使用価

値により測定しており、将来キャッシュ・

フローを5.48％で割引いて算定しておりま

す。 

また、遊休資産の回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、不動産鑑定評価

基準に基づく鑑定評価額により評価してお

ります。  

  
前事業年度末株式数 

（千株）  

当中間会計期間増加

株式数（千株）  

 当中間会計期間減少

株式数（千株） 

 当中間会計期間末 

株式数（千株） 

 普通株式 （注） 21 1 － 22 

 合計 21 1 － 22 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成17年11月30日） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成17年11月30日現在） 

現金及び預金勘定 303,992千円

担保に供している定期預金 △20,004 

預金及び現金同等物 283,988 



（リース取引関係） 

当中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成17年11月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

工具・器
具及び備
品 

153,807 52,238 101,569 

合計 153,807 52,238 101,569 

  
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

期末残高
相当額 
（千円）

工具・器
具及び備
品 

106,804 37,613 69,191

合計 106,804 37,613 69,191

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 29,646千円

１年超 71,923 

計 101,569 

１年内 16,860千円

１年超 52,331 

計 69,191 

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 14,626千円

減価償却費相当額 14,626千円

支払リース料 7,149千円

減価償却費相当額 7,149千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

当中間会計期間末（平成18年５月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末（平成17年11月30日現在） 

その他有価証券で時価のあるもの 

 当事業年度に売却したその他有価証券（自平成17年８月1日 至平成17年11月30日） 

 該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

当中間会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

 当中間連結会計期間に係る「デリバティブ取引関係」に関する注記については、中間連結財務諸表の注記とし

て記載しております。 

  

 前事業年度（自 平成17年８月１日 至 平成17年11月30日） 

 当社は，ヘッジ会計を適用している以外に該当事項はありませんので、記載を省略しております。 

２．取引の時価に関する事項 

当中間会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

 当中間連結会計期間に係る「デリバティブ取引関係」に関する注記については、中間連結財務諸表の注記とし

て記載しております。 

前事業年度（自 平成17年８月１日 至 平成17年11月30日） 

 金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため特例処理を採用しており、それ以外の取引

はないため、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

当中間会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

 当中間連結会計期間に係る「持分法損益等」に関する注記については、中間連結財務諸表の注記として記載し

ております。 

  

前事業年度（自 平成17年８月１日 至 平成17年11月30日） 

 該当事項はありません。 

  取得原価（千円） 
貸借対照表 

  計上額（千円） 
差額（千円） 

 株式 7,124 48,682 41,558 

 合計 7,124 48,682 41,558 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

当中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成17年11月30日） 

１株当たり純資産額 97.97円

１株当たり中間純利益 6.24円

１株当たり純資産額 95.33円

１株当たり当期純利益 4.15円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

項目 
当中間会計期間 

(自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成17年11月30日) 

中間（当期）純利益（千円） 99,529 66,208 

普通株主に帰属しない金額     

普通株式に係る中間（当期）純利

益（千円） 
99,529 66,208 

期中平均株式数（株） 15,959,142 15,960,349 

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額の算定に含めなか

った潜在株式の概略 

平成18年４月24日付で付

与された旧商法第280条

ノ20及び第280条ノ21の

規程に基づく新株予約

権  786個 

なお、これらの概要は

「第４提出会社の状況

（２）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

す。 

－ 



（重要な後発事象） 

当中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成17年11月30日） 

 － １．会社分割について  

  当社は、平成17年12月27日開催の当社取締役会に

おいて、平成18年６月１日付で、当社の登山用品

販売事業を商法第373条に定める新設分割の方法に

より、当社100％出資の子会社として分社化するこ

とを決議いたしました。  

  （１）分割する事業部門の内容 

   ①分割事業部門の内容 

  登山用品販売事業 

  ②分割事業部門の主な経営成績および財政状態 

  

  

分割事業部

門（Ａ）

（平成17年

11月期）  

 分割会社

（分割割）

（Ｂ）（平

成17年11月

期） 

（Ａ）/

（Ｂ）×

100  

  千円 千円 ％ 

 資産 1,899,869 4,876,371 39.1

負債 1,403,885 3,354,924 42.0

 売上高 1,665,352 2,004,074 83.1

 売上総利益 644,958 766,484 84.1

 営業利益 50,190 55,712 90.1

 経常利益 38,100 45,978 82.9

 当期純利益 △28,320 66,208 △42.8

  ③分割事業部門の資産・負債の項目および金額（平

成17年11月30日現在） 

 項目  資産  項目  負債  

  千円  千円 

 流動資産 1,115,352 流動負債 1,337,903

 固定資産 784,517 固定負債 65,982

 合計 1,899,869 合計 1,403,885

  ④取得する株式の数および時価 

  新設会社が本件分割に際して発行する普通株式200

株は、全て当社に対し割当交付されます。 

  （２）会社分割の目的 

  当社は、中核事業である登山用品販売事業がその

事業特性を最大限発揮し、成長力と競争力を高め

るため、責任の明確化、迅速な意思決定、徹底し

た効率追求が必要との判断から、会社分割を実施

し持株会社体制に移行することといたしました。 

 現在、当社は春から夏にかけて繁忙期であり、

顧客基盤は中高年齢層が中心になっております。

今後さらに事業を発展させるためには、顧客層の

広がり、冬場の集客に注力せねばなりません。こ

のたびの会社分割による持株会社体制への移行

は、将来、子会社事業とのシナジー効果が期待で

き、「事業領域」「季節性」「顧客層」「店舗展

開エリア」において高い相互補完性を有するスポ

ーツ、アウトドア関連企業等とのＭ＆Ａを機動的

に行うことにより、当社の事業の拡大と効率化を

図ることを目的としております。 

 



当中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成17年11月30日） 

   本会社分割により、登山用品販売事業を承継す

る新設会社（株式会社好日山荘）においては、効

率的な資源配分や迅速な意思決定を図ることによ

り業績向上を目指します。また、持株会社となる

当社においては、子会社である株式会社コージツ

フィッシングおよび株式会社好日山荘の事業活動

の管理のほか、上記施策の実行によりグループ全

体の企業価値の向上にまい進してゆく所存です。 

  （３）会社分割に係る日程  

 ①分割計画書承認取締役会 平成17年12月27日 

 ②分割計画書承認株主総会  平成18年２月24日 

 ③分割期日  
平成18年６月１日

（予定） 

 ④分割登記  
平成18年６月１日

（予定） 

   （４）承継会社の概要 

 ①商号 株式会社 好日山荘 

 ②

  

  

  

事業内容 

  

  

  

ⅰ.登山用品の販売 

ⅱ.不動産の賃貸、管理 

ⅲ.前各号に附帯関連す

る一切の事業 

 ③設立年月日 平成18年６月１日 

 ④本店所在地 
兵庫県神戸市中央区浜辺通

２丁目１番30号 

⑤ 代表者 水谷 敦 

⑥ 資本金 10百万円  

⑦ 発行済株式総数 200株 

⑧ 株主資本 10百万円 

⑨ 決算期 毎年11月30日 

⑩ 従業員数 105名（予定） 

⑪ 主要取引先 一般顧客 

⑫ 
大株主および出資

比率  
株式会社コージツ 100％ 

⑬ 

  

当社との関係 

  

資本関係 当社の100％出資

会社 

   

人的関係 当社取締役3名が

兼務 

当社監査役1名が

兼務 

取引関係 承継会社管理部

門の業務を受

託。また、一部

の不動産および

設備等を新設会

社に賃貸。 

 



当中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成17年11月30日） 

  
２．ストックオプションについて  

   当社は平成18年１月30日開催の取締役会及び平

成18年２月24日開催の定時株主総会の決議に基づ

き、当社、当社子会社ならびに当社と協力関係に

ある取引先の取締役、従業員および顧問に対し

て、商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づき、

新株予約権の発行を行うものであります。 

  ストックオプションの詳細  

  ①株式の種類 普通株式 

 ②

 

新株予約権の予定

総数 
800個を上限とする 

 ③

 

新株予約権の発行

価格 
無償 

 ④

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１株当たりの払込

価格 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

新株予約権を発行日の属す

る月の前月の各日（取引が

成立しない日を除く）にお

けるジャスダック証券取引

所の当社株式普通取引の終

値（以下「終値」という）

の平均値（１円未満の端数

は切上げる）に1.05を乗じ

た金額とし、１円未満の端

数は切上げるものとする。

ただし、その価額が発行日

の終値（取引が成立しない

場合は、それに先立つ直近

日の終値）を下回る場合

は、新株予約権発行の終値

とする。 

⑤ 

 

新株予約権の行使

期間 

平成20年３月１日から平成

28年２月23日まで 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第44期）（自 平成17年８月１日 至 平成17年11月30日）平成18年２月27日近畿財務局長に提出。 

（2）訂正報告書 

 上記、事業年度（第44期）の有価証券報告書の訂正報告書を平成18年３月６日近畿財務局長に提出 

  

（3）臨時報告書 

   平成17年12月27日近畿財務局長に提出 

    証券取引法24条の５第４項及び企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号（会社分割）の規定に基づ 

    く臨時報告書であります。 

  

 (4）臨時報告書 

   平成18年２月14日近畿財務局長に提出 

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（提出会社の親会社の異動）ならびに同条同項第４号 

   (提出会社の主要株主の異動)に基づく臨時報告書であります。 

  

 (5) 臨時報告書 

   平成18年３月20日近畿財務局長に提出 

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（提出会社の親会社の異動）の規定に基づく臨時報告書 

   であります。 

  

 (6) 有価証券届出書 

   平成18年４月７日近畿財務局長に提出 

    新株予約権証券 

  

 (7) 有価証券届出書の訂正届出書 

   平成18年４月24日近畿財務局長に提出 

    上記、平成18年４月７日付有価証券届出書の訂正届出書 

  

 (8）臨時報告書 

  平成18年８月29日近畿財務局長に提出 

   企業内容等の開示に関する内閣布令第19条第２項第３号（提出会社の親会社の異動）の規定に基づく臨時報告書 

   であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成18年８月23日

株 式 会 社 コージツ 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第19 3条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社コージツの平成17年12月１日から平成18年11月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年12月１日から平成18

年５月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書

及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社コージツ及び連結子会社の平成18年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年

12月１日から平成18年５月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

  

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐々木 秀次 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 戸 田  栄 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成18年８月23日

株 式 会 社 コージツ 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第19 3条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社コージツの平成17年12月１日から平成18年11月30日までの第45期事業年度の中間会計期間（平成17年12月１日から平成18年

５月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社コージツの平成18年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日ま

で）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

  

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐々木 秀次 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 戸 田  栄 
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